
第４４号議案 

   令和３年度大山崎町一般会計補正予算（第２号） 

 令和３年度大山崎町の一般会計補正予算（第２号）は、次に定めるところに

よる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ９０，３０３千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ６，１４４，４２９千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（地方債の補正） 

第２条 地方債の変更は、「第２表 地方債補正」による。 

  令和３年６月２日 提 出 

大山崎町長 前川 光   



第  号議案 

   令和３年度大山崎町一般会計補正予算（第２号） 

 令和３年度大山崎町の一般会計補正予算（第２号）は、次に定めるところに

よる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ９０，３０３千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ６，１４４，４２９千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（地方債の補正） 

第２条 地方債の変更は、「第２表 地方債補正」による。 

  令和３年６月２日 提 出 

大山崎町長 前川 光   
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１　変　更

起債の方法 利 率 償還の方法

千円 千円

第２表　地方債補正

起 債 の 目 的
補 正 前 補 正 後

限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法 限 度 額

補正前
に同じ

補正前
に同じ

補正前
に同じ

補正前
に同じ

雨水施設整備事業 3,900 7,300

4.0％以内

（ただし､

利率見直し

方式で借り

入れる政府

資金及び民

間資金等に

ついて､利

率見直しを

行った後に

おいては､

当該見直し

後の利率）

政府資金に
ついてはそ
の融資条
件、民間資
金等の場合
にはその債
権者と協定
するところ
による。た
だし、町財
政の都合に
より据置期
間及び償還
期限を短縮
し、若しく
は繰上償還
又は低利に
借換えする
ことができ
る。

証券発行の

場合におい

て発行価格

が額面金額

を下回ると

きは、それ

ぞれの発行

価格差減額

をうめるた

めに必要な

金額をそれ

ぞれの限度

額に加算し

た金額を限

度額とす

る。

政府資金又

は民間資金

等（証書借

入又は証券

発行）ただ

し、証券発

行の方法に

よる場合に

おいては、

発行価格は

額面金額

100円につ

き99円以上

とする。

小学校施設等整備事業 21,100 〃 〃 〃 〃 〃 〃

岩崎運動広場改修事業 13,900 〃

〃 〃 34,700

〃〃 16,500 〃 〃 〃〃 〃

－3－



１　変　更

起債の方法 利 率 償還の方法

千円 千円

第２表　地方債補正

起 債 の 目 的
補 正 前 補 正 後

限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法 限 度 額

補正前
に同じ

補正前
に同じ

補正前
に同じ

補正前
に同じ

雨水施設整備事業 3,900 7,300

4.0％以内

（ただし､

利率見直し

方式で借り

入れる政府

資金及び民

間資金等に

ついて､利

率見直しを

行った後に

おいては､

当該見直し

後の利率）

政府資金に
ついてはそ
の融資条
件、民間資
金等の場合
にはその債
権者と協定
するところ
による。た
だし、町財
政の都合に
より据置期
間及び償還
期限を短縮
し、若しく
は繰上償還
又は低利に
借換えする
ことができ
る。

証券発行の

場合におい

て発行価格

が額面金額

を下回ると

きは、それ

ぞれの発行

価格差減額

をうめるた

めに必要な

金額をそれ

ぞれの限度

額に加算し

た金額を限

度額とす

る。

政府資金又

は民間資金

等（証書借

入又は証券

発行）ただ

し、証券発

行の方法に

よる場合に

おいては、

発行価格は

額面金額

100円につ

き99円以上

とする。

小学校施設等整備事業 21,100 〃 〃 〃 〃 〃 〃

岩崎運動広場改修事業 13,900 〃

〃 〃 34,700

〃〃 16,500 〃 〃 〃〃 〃



大山崎町一般会計補正予算（第２号）に関する説明書 



大山崎町一般会計補正予算（第１号）に関する説明書 
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（人）

(  252 )

362

(  251 )

361

(　1 )

1

＊（　　　）内は、再任用職員について外書き。パートタイム会計年度任用職員について内書き。

（単位：千円）

区　分

補正後

補正前

比　較

１　一　般　職

区 分 職員数

給与費

共済費

（１）総括

備考報　酬 給　料 職員手当 計

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

合計

（千円）

1,332,433

補正前 292,299 512,390 321,768 1,126,457 203,611 1,330,068

補正後 293,577 512,390 322,855 1,128,822 203,611

2,365

職員手当
の 内 訳

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当
時 間 外
勤務手当

管理職手当

比 較 1,278 0 1,087 2,365 0

期末手当 勤勉手当 退職手当

11,088 20,940 7,812 11,138 4,129 25,007 12,589

150,980 79,172 011,088 20,940 7,812 11,138 4,129

給  与  費  明  細  書

0 0 0 0 0 1,087 0

150,980 79,172 0

23,920 12,589

0 0 0
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ア　会計年度任用職員以外の職員

（人）

(  15 )

117

(  15 )

117

( 0 )

0

＊（　　　）内は、再任用職員について外書き。

（単位：千円）

区　分

補正後

補正前

比　較

区 分 職員数

給与費

合計 備考報　酬 給　料 職員手当 計

（千円） （千円） （千円） （千円）

共済費

（千円） （千円）

160,112 923,802

補正前 0 484,244 278,359 762,603 160,112 922,715

補正後 0 484,244 279,446 763,690

1,087

職員手当
の 内 訳

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当
時 間 外
勤務手当

管理職手当

比 較 0 0 1,087 1,087 0

期末手当 勤勉手当 退職手当

10,788 19,812 7,482 10,939 4,129 25,007 12,589 0

23,920 12,589

0 0 0

109,528 79,172 0

0 0 0 0 0 1,087 0

109,528 79,172

10,788 19,812 7,482 10,939 4,129

－13－



（人）

(  237 )

245

(  236 )

244

(　1 )

1

＊（　　　）内は、パートタイム会計年度任用職員について内書き。

（単位：千円）

区　分

補正後

補正前

比　較

イ　会計年度任用職員

区 分 職員数

給与費

合計 備考報　酬 給　料 職員手当 計

（千円） （千円） （千円） （千円）

共済費

（千円） （千円）

43,499 408,631

補正前 292,299 28,146 43,409 363,854 43,499 407,353

補正後 293,577 28,146 43,409 365,132

1,278

職員手当
の 内 訳

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当
時 間 外
勤務手当

管理職手当

比 較 1,278 0 0 1,278 0

期末手当 勤勉手当 退職手当

300 1,128 330 199 0 0 0 0

0 0

0 0 0

41,452 0 0

0 0 0 0 0 0 0

41,452 0

300 1,128 330 199 0
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区分 増減額  （千円） 説 明

0 給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

その他の増減分

1,087 制度改正に伴う増減分

その他の増減分 1,087

増 減 事 由 別 内 訳     （千円） 備 考

給

料

職
員
手
当
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（単位：千円）

１. 2,231,940 2,455,878 411,500 431,100 134,332 2,752,646

(1) 総 務 125,781 87,432 12,300 12,300 20,508 79,224

(2) 民 生 145,351 176,535 800 800 2,373 174,962

(3) 衛 生 5,400 4,050 0 0 1,350 2,700

(4) 商 工 13,600 13,600 0 0 1,130 12,470

(5) 農 林 土 木 821,523 960,113 205,200 208,600 64,965 1,103,748

(6) 消 防 142,770 244,166 300 300 5,507 238,959

(7) 教 育 977,515 969,982 192,900 209,100 38,499 1,140,583

２. 42,656 43,406 0 0 4,825 38,581

(1) 土 木 23,956 24,706 0 0 3,175 21,531

(2) 文 教 9,200 9,200 0 0 1,150 8,050

(3) 厚 生 1,400 1,400 0 0 175 1,225

(4) そ の 他 8,100 8,100 0 0 325 7,775

３. 4,115,124 4,196,255 360,000 360,000 376,717 4,179,538

(1) 減 収 補 て ん 債 436,618 385,942 0 0 59,427 326,515

(2) 減 税 補 填 債 52,313 37,292 0 0 12,731 24,561

(3) 臨時財政対策債 3,626,193 3,773,021 360,000 360,000 304,559 3,828,462

6,389,720 6,695,539 771,500 791,100 515,874 6,970,765

　※当該年度中起債見込額には、前年度からの明許繰越額 214,300千円を含む。

そ の 他

合 計

普 通 債

災 害 復 旧 債

当該年度中元金
償 還 見 込 額補 正 前 補 正 後

地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及び
当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

区 分
前 前 年 度 末
現 在 高

前年度末現在高

当 該 年 度 中 増 減 見 込

当 該 年 度 末
現 在 高 見 込 額

当 該 年 度 中 起 債 見 込 額
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